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（１）Guidelines on the protection of Privacy and Transborder Flows of Personal Data, O.E.C.D.Doc.C 58 final
（September 23, 1980）
（２）アメリカ合衆国では Henry H. PERRITT, Jr, Law and The Information Superhighway（1996）, John T.
Delacourt, Recent Development, The International Impact of Internet Regulation, 38 Harv.Int’l L.J.207
























































































































































































1905年、ジョージア州最高裁判所は、 Pavesich v. New England Life Insuarance
Co.122 Ga.190, 50S.E.68（1905）判決において、プライバシーの権利を認めた。原










v. Connecticut,381 U.S. 479, 85S.Ct.1678（1965）判決において承認された。
（３）1902年ニュー･ヨーク州のロバーソン事件
（４）プライバシーの権利は、私生活や私事の暴露、誤解を招く表現などとしたプロッサー教授の論文









権かなどの議論がなされた。情報コントロール権はOlmstead v. United States, 277
U.S. 438, 48 S Ct.564（1928）から Katz v. United States, 389 U.S. 347, 88 S. Ct.507
（1967）事件まで議論がなされた。自律権については、Roe v. Wade, 410 U.S. 113,



















（６）Roberson v. Rochester Folding Box Co.171 N.Y.538,64 N.E.442（1902）、事案は前記3.1の注（５）第二次
リステイトメントの④の類型とされる。
（７）現在のNew York Civil Rights Law §50 Right of Privacy, §51 Action for Injunction and for Damages
（８）1890年にS. D. ウォーレン（Samuel. D. Warren）とL. D. ブランダイス（Louis. D. Brandeis）が、プ
ライバシー権を新たな人権として提唱する論文“The Right to Privacy”（4 Hav.L.Rev.195（1890））
で、プライバシーを「一人で居させてもらう権利」（Right to be let alone）と提唱した。立法的にも
プライバシー保護を認める立法を行った。
（９）Pavesich v. New England Life Insuarance Co.122 Ga.190, 50S.E.68（1905）事案は前記3.1の注（５）第二
次リステイトメントの④の類型とされる。



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の支払を免れるため、電話回線から KDD の電話交換システムに対し不正指令を与え、 KDD の電
話交換システムを認識させて接続した。電話回線からコンピュータソフト「ブルーボックス」を
使用して作出した KDD 電話交換システムから IODC 対地国の電話交換システムに送信する回線制
御を司る業務用信号に模した不正信号を IODC 対地国の電話交換システムに送り出し、電話交換
システムに IODC サービスの申込みを取消させた。着信国の着信人との間に電話回線を接続させ、
IODC 対地国の電話交換システムから KDD 電話交換システムに送信する IODC サービス申込みが
取消されたことを確認する旨の信号の送信を妨害した。そして KDD の電話交換システムが IODC
サービスの申込みが取消されたことを確認できない状態に置き、 KDD 電話交換システムをして、







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（47）Individual’s right to control the circulation of information







に係る個人の保護に関する条約（Convention for the protection of Individuals with regard to automatic
processing of personal data, ETS No.108§2a）。EUの域内機関及び組織による個人データ処理に係る
個人の保護及び当該データの自由な移動に関する2000年12月18日の欧州議会及び理事会のNo.45／
2001（EC）規則（Regulation（EC）No45／2001 of the European Parliament and of the Council of 18
December 2000 on the protection of individuals with regard to the processing of personal data by the





























・小島武司、伊藤真編「裁判外紛争処理法（Alternative Dispute Resolution）」 有斐閣　1998年
・サイバーロー研究会編「サイバースペース法新たな法的空間の出現とその衝撃」 日本評論社
2000年
・斉藤博「人格権法の研究」 一粒社　1979年
・斉藤博「人格価値の保護と民法」 一粒社　1986年
・斉藤博「著作権法」 有斐閣　2000年
・斉藤博共編「知的財産関係訴訟法」 青林書院　1997年
・ジュリスト「特集変革期の知的財産制度」 2003年７月１日号no.1248
・椙山敬示「ソフトウェアの著作権・特許権」 日本評論社　1999年
・知的財産訴訟外国法制研究会「知的財産訴訟制度の国際比較」 社団法人商事法務研究会
2003年
・茶園茂樹「インターネットによる国際的な著作権侵害の準拠法」 国際税制研究３号　1999年
・高倉成男「知的財産法制と国際政策」 有斐閣　2001年
・高橋和之・松井茂記「インターネットと法」 有斐閣　1999年３月
・竹田稔・堀部政男編「名誉・プライバシー保護関係訴訟法」青林書院　2004年１月
・田村善之「著作権法概論」 有斐閣　2001年
・田村善之「知的財産法」〔第２版〕 有斐閣　2001年
・田倉整、元木伸「実務相談　不正競争防止法」 社団法人商事法務研究会　1989年
・中山信弘「ソフトウェアの法的保護」 有斐閣　1986年
・中山信弘「デジタル時代の知的財産－覚書」知的財産研究所10周年記念
『21世紀における知的財産の展望』 2000年
・根岸哲、上杉秋則、御船昭共編「技術取引契約の実務」公正取引委員会ガイドラインの争点」
社団法人商事法務研究会　1900年
・株式会社日立製作所知的所有権本部・編「日立の知的所有権管理」－企業の将来を築く知的所
有権とその戦略的活用－　1995年
・平野晋・牧野和夫「判例国際インターネット法：サイバースペースの法律常識」
プロスパー企画／明文図書　1998年
・堀部政男編著「インターネット社会と法」 新世社　2003年
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・松井茂記「情報公開法」〔第２版〕 有斐閣　2003年
・松本直樹「クロスボーダー・インジャンクションについて」
清水利亮＝設楽隆一編「現代裁判法大系26」 新日本法規　1999年
・三井哲夫「裁判私法の構造」 信山社　1999年
・三井哲夫「国際民事訴訟法の基礎理論」 信山社　1995年
・三宅弘・小町谷育子共著「個人情報保護法」 青林書院　2003年
・森下正之「国際ビジネス契約の実務」 日本生産性本部　1992年
・紋谷暢男「無体財産権法概論」〔第９版補訂版〕 有斐閣　2001年
・紋谷暢男「知的財産権の国際的保護」澤木敬郎＝ 場準一編「国際私法の争点（新版）」
有斐閣　1996年
・郵政省「インターネット上の情報流通について」－電気通信における利用環境整備にする研究
会－報告書
・労政行政研究所「人事部のための個人情報保護法」2005年
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